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（総　　　　則）

第１条　令和４年度高根沢町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　老朽管更新事業 千円

②　市街地管網整備事業 千円

③　水道施設改良事業 千円

④　国道・県道整備事業に伴う水道管布設替事業 千円

３４，９０３

９３，３３５

９，３５０

２３，５４０

令 和 ４ 年 度   高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

年 間 給 水 量

主要な建設改良事業

１２，１９３

２，５１４，３７２

６，８８９一 日 平 均 給 水 量
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

６１２，０５７

５７８，９７７

５３５，０４６

３８，８３１

予 備 費

収 益 的 収 入 及 び 支 出

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

５５６，３０２

５５，７５３

２

１００

５，０００

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円企 業 債 償 還 金 １１７，８６８

２５，０００

立金　７１，０８６千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 １６５，２７４

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

２８３，１４２

１

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１２，１７６千円、過年度分損益勘定留保資金　１６８，５０５千円、減債積

３１，３７５

４，１７４

２，２００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入

出 資 金

負 担 金

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　２５１，７６７千円
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（ ）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

３１１，６８０千円　

事　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額

水 道 料 金 シ ス テ ム 等
ハ ー ド ウ ェ ア リ ー ス

令 和 ５ 年 度 か ら 令 和 ９ 年 度 ま で ７，２６０千円　

一 時 借 入 金

予定支出の各項の経費の金額の流用

債務負担行為

包 括 的 民 間 委 託 令 和 ５ 年 度 か ら 令 和 ９ 年 度 ま で
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（ ）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、５，６６１千円と定める。

令和４年３月２日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

たな卸資産購入限度額

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費 ５０，６９７
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１ １０

２ １３

３ １４

４ ２０

５ ２１

６ ２３

７ ２８

８ ３３注 記

令和４年度高根沢町水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ３ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ４ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

令 和 ３ 年 度 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
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収　　入

1

1

1  水道料金

2

3  手数料、負担金、水道加入金等

2

1  預金利息

2  企業債利息償還に対する一般会計からの補助金

3

4  長期前受金収益化額

5

6  国道・県道整備事業に伴う水道管布設替補償費

3

1

2

13,161

22,678

1

1

52

139

55,753

42,399

特 別 利 益

営 業 外 収 益

556,302営 業 収 益

1

1

1

2

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予 定 額 備 考目

（単位：千円）

款

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

項

水 道 事 業 収 益 612,057

533,623

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

消費税及び地方消費税還付金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入
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支　　出

1

1

1  取水浄水設備の維持管理に要する経費

2  配水給水設備の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2  消費税及び地方消費税納付額

3  その他雑支出

3

1  水道料金不納欠損処分費

4

1

126,944

予 定 額

535,046

578,977

5,000

265,571

8,500

38,831

2

95,284

300

100

100

5,000

資 産 減 耗 費

12,531支 払 利 息 及 び

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

特 別 損 失

予 備 費

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

受 託 工 事 費

総 係 費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

雑 支 出

（単位：千円）

企 業 債 取 扱 諸 費

38,745

26,000

備 考

減 価 償 却 費
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収　　入

1

1

1  企業債元金償還に対する一般会計からの繰出金

2

1  消火栓設置負担金

3

1  水道施設耐震化事業等交付金

4

1

支　　出

1

1

1  水道施設改良事業等に要する経費

2  出庫水道メーター価額

2

１  企業債償還元金

資 本 的 収 入 31,375

4,146

165,274

161,128

資 本 的 支 出

固定資産売却代金

款

4,174

款

2,200

25,000

2,200

出 資 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項

出 資 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

117,868

水 道 改 良 費

25,000

1

1

項

283,142

企 業 債 償 還 金

（単位：千円）

負 担 金

国 庫 補 助 金

備 考予 定 額

（単位：千円）

備 考

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 定 額

営 業 設 備 費

有 形 固 定 資 産 売 却 代 金

目

目

117,868

4,174
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出

　　　人件費支出

　　　その他の事業支出

　　　貯蔵品の購入による支出

　　　営業収入

　　　負担金、補助金等収入

　　　小計

　　　利息の支払額

　　　利息の受取額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　国庫補助金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の償還による支出

　　　出資金による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

１５，９５１千円

１，３８９，６９２千円

△５０，６９７千円

△２０９，０３２千円

△５，６６１千円

５５５，４００千円

１４，１６８千円

２７６，０５２千円

△１２，５３１千円

５２千円

２６３，５７３千円

△２８，１２６千円

１，４０５，６４３千円

△１６１，１２８千円

２７，２００千円

△１３３，９２８千円

△１１７，８６８千円

４，１７４千円

△１１３，６９４千円
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
6

23,528 18,695 42,223 8,054 50,277

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

23,528 18,695 42,223 8,054 50,277

損益勘定支弁職員
( )
6

23,262 18,635 41,897 7,687 49,584

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

23,262 18,635 41,897 7,687 49,584

損益勘定支弁職員
( )

266 60 326 367 693

資本勘定支弁職員

合 計
( )

266 60 326 367 693

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

前年度

比 較

区 分

給 与 費

備 考

給   与   費   明   細   書

合 計

本年度

法 定 福 利 費

（単位：千円）
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 852 200 699 4,938 4,266 2,932

前 年 度 852 200 699 5,199 4,222 2,561

比 較 △ 261 44 371

区 分

本 年 度 30 906 3,872

前 年 度 30 906 3,966

比 較 △ 94

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料

266

手 当 △ 463

523

時 間 外 勤 務 手 当通 勤 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当管 理 職 手 当

退 職 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当

266

60

増 減 額

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

 説       明 備   考

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

増  減  事  由  別  内  訳

期末手当 △321　退職手当 △142
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 150,600円 高校卒 150,600円 技能職 147,900円

短大卒 163,100円 短大卒 163,100円

大学卒 182,200円 大学卒 182,200円

技能職 147,900円

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

技　能　労　務　職

企　　業　　職

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 与 月 額

43歳4月

平 均 年 齢

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

322,100円

389,123円

技　能　労　務　職

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

42歳4月

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

325,900円

408,829円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

　（級別の基準となる職務内容）

計

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

3　級

4　級

5　級

1　級

2　級

7　級

6　級

（ ） （ ）

（ ） （ ）
1 16.7

課 長 補 佐 課 長係 長

3 級

主 査

5 級 6 級4 級

計 （ ）

7 級

（％）

参 事

（ ）

（ ）

（ ）

6
（ ） （ ）

100.0
（ ）

（ ）
33.32

（ ） （ ）

（ ） 3　級16.7
（ ）

2　級2 33.3
（ ）

計

（ ）

計（ ） （ ）
100.06

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

16.71

5　級
（ ） （ ）

4　級
（ ） （ ）

2

3　級（ ） （ ）
16.7

33.3

1

（ ） （ ） （ ）2　級33.32

（ ） （ ）

（ ）

1　級
（ ）

技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 級職 員 数 (人） （％）構 成 比 （人）職 員 数 構 成 比

   ウ  級別職員数　　　

1 級

主 事

労 務 主 事

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

2　級

3　級

区 分

企 業 職

技 能 労 務 職 技 能 主 事

主 任 主 事

技 能 主 事

2 級

（ ）

（ ）

（ ）

1

（ ）

（ ）

（ ）1　級
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（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 5 5

（人）

（人）

（人）

（人） 5 5

（人）

（人）

比 率 （％） 83.3 83.3

（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 5 5

（人）

（人）

（人）

（人） 5 5

（人）

（人）

比 率 （％） 83.3 83.3

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

前  年  度

（Ｂ）/（Ａ）

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

6 号 級

8 号 級

企　　業　　職 技 能 労 務 職

3 号 級

4 号 級

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ｂ）/（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

1 号 級

2 号 級

   エ  昇 給 

合　　　　　　　　計区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

8 号 級

4 号 級

本  年  度

6 号 級

3 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.25)

4.3

(2.35)

4.45

(2.25)

4.3

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

47.709

備　　　考

 栃木県市町村総合事務組合加入

 栃木県市町村総合事務組合加入47.709

有

有

有

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

区　　　　分

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支 給 率 等 24.586875 47.709

24.586875

一 般 会 計 の 制 度

47.709

25年勤続の者

(月分）

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

備 考

支　給　期　別　支　給　率

区 分 支給率計（月分）

区　　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容

同　　　　じ

同　　　　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

33.27075

33.27075

12月(月分）6月（月分）

(1.125)

2.15

(1.125)

2.15

(1.175)

2.225

(1.125)

2.15

(1.175)

2.225

(1.125)

2.15
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

平成30年度から (55,059)

令和３年度まで 56,097 

令和２年度から (491)

令和３年度まで 491 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

限　度　額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　項

令和４年度

平 成 29 年 度 包 括 的 民 間 委 託 275,295 219,198 56,097 

令 和 元 年 度 包 括 的 民 間 委 託 1,473 982 491 

令和４年度
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1 円 円 円

（１）  給 水 収 益

（２）  受 託 工 事 収 益

（３）  そ の 他 の 営 業 収 益

2

（１）  原 水 及 び 浄 水 費

（２）  配 水 及 び 給 水 費

（３）  受 託 工 事 費

（４）  総 係 費

（５）  減 価 償 却 費

（６）  資 産 減 耗 費

3

（１）  受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２）  他 会 計 補 助 金 ３１６，０５４

３７，６１７，４８４

令和３年度高根沢町水道事業予定損益計算書

( 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

５０９，２９３，３９６２３，３２０，６９４

４７１，６７５，９１２

１００，０００

０

８７，９２５，８４３

２６０，６９６，９０８

　営　 業 　外　 収　 益

　営　 業　 利　 益

２２，２７３，７８８

１２，０００，０００

４８５，９７２，７０２

８８，７７９，３７３

０

　営　 業 　収　 益

　営　 業　 費 　用
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（３）  他 会 計 負 担 金

（４）  長 期 前 受 金 戻 入

（５）  雑 収 益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過 年 度 損 益 修 正 損

４９，０１９，３８６

０

そ の 他 未 処 分 利益 剰余 金変 動額 ７４，６１２，６０９

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　特　 別 　利 　益

０ ０

　営　 業　 外 　費　 用

０

０

　特　 別 　損　 失

７１，０８５，７５９

１５，５５１，１１１ ３３，４６８，２７５

６，８１２，３３２

１５，３７７，５５１

０

４１，７９１，０００

１７３，５６０

    経 　常　 利 　益

１４５，６９８，３６８

当 年 度 純 利 益 ７１，０８５，７５９

０

０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

８，１６０，２１０

△４，９０４，１９０，４６８ ５，９９０，０１９，５５７

△７，４０４，７００ ７５５，５１０

△４，０７４，２７２ ６１９，１６７

令 和 ３ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

１，２５１，５４１，７０３

△９１６，３２６，５５２ ３３５，２１５，１５１

４，６９３，４３９

△１５６，６８３，３３７ ９８，８６３，８６５

１０，８９４，２１０，０２５

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２５５，５４７，２０２
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

６，５５１，９０２，３９４

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

７，９６５，４５１，２８３

１，４１３，５４８，８８９

有 形 固 定 資 産 合 計 ６，５５１，９０２，３９４

固 定 資 産 合 計

１，３８９，６９２，０００

４，１００，５７２

　流 　動 　資 　産

１９，７５６，３１７

２０，６０６，３１７

△８５０，０００
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

９７２，４００，０２８

１，６３７，８０６，３５２

△１，０１７，６５５，９１８

１６６，５８５，１５６

１１７，８６７，５０４

２６，２０３，７５１

１８，７９６，９０１

３，７１７，０００

負 債 合 計

１，９９０，０５５，９４６

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

４９８，８２１，１６８

固 定 負 債 合 計 ４９８，８２１，１６８
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

４，４２８，８６２，４２９

自 己 資 本 金 合 計 ４，４２８，８６２，４２９

９５５，２４２，１４８

１０８，３５０，９０１

４６，３０８，７５４

１，９７５，３６１，９７８

資 本 金 合 計

２，４０７，１９１，６９７
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

二 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計 １，８９８，７８２，５０２

資 本 合 計 ６，３２７，６４４，９３１

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

１４５，６９８，３６８

７，９６５，４５１，２８３

２３２，３４０，４２５

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

０
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２８７，２７７，２０２

△１６２，８３９，２６４ １２４，４３７，９３８

１０，９１４，９４６，０８７

△５，０４７，８１９，４０３ ５，８６７，１２６，６８４

１，２５２，６８７，７０３

△９４３，５６１，０１７ ３０９，１２６，６８６

４，６９３，４３９

△４，３８８，８６２ ３０４，５７７

８，１６０，２１０

△７，５５２，０２４ ６０８，１８６
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 合 計 ６，４２８，０３３，２１５

固 定 資 産 合 計 ６，４２８，０３３，２１５

　流 　動 　資 　産

１，４０５，６４３，０００

２０，６３３，６８９

△８５０，０００ １９，７８３，６８９

４，１００，５７２

流 動 資 産 合 計 １，４２９，５２７，２６１

資 産 合 計 ７，８５７，５６０，４７６
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

３８６，７７３，５７２

固 定 負 債 合 計 ３８６，７７３，５７２

１１２，０４７，５９６

１６，８１４，１０１

３，７１７，０００

２６，２０３，７５１

流 動 負 債 合 計 １５８，７８２，４４８

２，０１４，７８３，２１９

△１，０６０，０５５，４８３

繰 延 収 益 合 計 ９５４，７２７，７３６

負 債 合 計 １，５００，２８３，７５６
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

２，４８１，８０４，３０６

資 本 金 合 計 ４，５０７，６４９，６２１

自 己 資 本 金 合 計 ４，５０７，６４９，６２１

４６，３０８，７５４

１，９７９，５３６，５６１

９５５，２４２，１４８

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

１０８，３５０，９０１
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

二 当年度未処分利益剰余金

０

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

９６，５４２，９６５

利 益 剰 余 金 合 計 １８３，１８５，０２２

剰 余 金 合 計 １，８４９，６２７，０９９

資 本 合 計 ６，３５７，２７６，７２０

負 債 ・ 資 本 合 計 ７，８５７，５６０，４７６
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

量水器 先入先出法による原価法

材料　　　　　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物（簡易建物を含む） ４～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ６～２２年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ５～２０年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町村総合事務組合

　への一般負担金のみを水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 水道事業収 612,057 588,669 23,388

益
1 営業収益 556,302 546,424 9,878

1 給水収益 533,623 524,703 8,920 水道料金 533,623 料金水量　2,514,372㎥ 533,623

2 1 1 0 給水工事金 1 給水工事金 1

3 22,678 21,720 958 手数料 675 給水装置工事設計審査手数料等 675

負担金 868 量水器交換業務負担金 868

水道加入金 10,340 新規加入　73件 10,340

10,785 下水道使用料徴収業務受託費 10,785

雑収益 10 給水工事設計書販売代金 10

2 営業外収益 55,753 42,243 13,510

1 52 132 △ 80 預金利息 52 預金利息 52

2 139 317 △ 178 139

139

3 1 1 0 1 他会計負担金 1

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還利息に対する一般会計
からの補助

他会計補助
金

その他受託
収益

受託工事収
益

比 較 説　　　　　　明

その他の営
業収益

区 分 金 額

他会計補助
金

他会計負担
金

受取利息及
び配当金

他会計負担
金

令和４年度高根沢町水道事業会計予算明細書

節
款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 42,399 41,791 608 42,399 長期前受金収益化額 42,399

5 1 1 0 1 消費税及び地方消費税還付金 1

6 雑収益 13,161 1 13,160 13,161 国道・県道整備事業に伴う水道管布設替補償費 13,161

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

節

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入

款 項 目 比 較

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

固定資産売
却益

その他雑収
益

説　　　　　　明
区 分 金 額

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 578,977 558,927 20,050

1 営業費用 535,046 508,149 26,897

1 126,944 108,020 18,924 光熱水費 158 水源地電気料 158

動力費 24,024 水源地・浄水場機械装置運転に係る電力料 24,024

修繕費 42,141 水源地・浄水場設備の修繕等に係る費用 42,141

受水費 34,439 県企業局鬼怒用水供給事業からの受水費 34,439

委託料 24,750 水源地・浄水場の施設運転管理委託等 24,750

賃借料 88 水源施設用地借上料 88

保険料 1,344 取水・浄水施設の建物及び機械設備に係る

保険料 1,344

2 38,745 32,423 6,322 備消品費 455 配水施設の維持管理に係る備消耗品費等 455

材料費 1,000 配水管修繕工事等に係る材料費 1,000

光熱水費 354 配水場電気料 354

動力費 3,696 配水場機械装置運転に係る電力料 3,696

修繕費 16,060 配水設備等の修繕に係る費用 16,060

手数料 3,736 検定満了量水器交換手数料 3,736

委託料 9,156 配水場の施設運転管理委託等 9,156

賃借料 1,332 配水場・配水管埋設用地借上料 1,332

路面復旧費 2,200 道路舗装復旧費用 2,200

保険料 756 配水施設の建物及び機械設備に係る保険料 756

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

配水及び給
水費

原水及び浄
水費

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

節

水道事業費
用
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 総係費 95,284 93,715 1,569 給料 23,528 6名分 23,528

手当 16,047 扶養手当 852

通勤手当 200

住居手当 906

時間外勤務手当 2,932

管理職手当 699

管理職特別勤務手当 30

期末手当 3,292

勤勉手当 2,844

児童手当 420

退職手当負担金 3,872

賞与引当金 3,068 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 3,068

法定福利費 7,405 共済組合負担金 7,341

公務員災害補償基金負担金 64

649 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰り

649

旅費 388 研修等に係る交通運賃・宿泊料 388

備消品費 700 事務用の備消耗品費 700

光熱水費 753 上下水道事務所電気料等 753

燃料費 250 公用車燃料費 250

印刷製本費 231 郵送用封筒等 231

修繕費 300 公用車の車検整備費用等 300

通信運搬費 2,694 水道料金納入通知書郵送料等 2,694

款 項 目 比 較
節

区 分 金 額

る額

法定福利費
引当金繰入
額 入れる額

説　　　　　　明
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

手数料 1,919 コンビニ収納に係る取扱手数料等 1,919

委託料 31,389 上下水道事業料金関係業務委託等 31,389

使用料 5,093 事務機器使用料等 5,093

会費負担金 136 日本水道協会本部会費 102

日本水道協会関東地方支部会費 21

日本水道協会栃木県支部会費 5

矢塩地区水道整備促進協議会負担金 8

保険料 118 公用車に係る保険料等 118

研修費 508 研修受講料 508

貸倒引当金 100 債権の不納欠損に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 る額 100

貸倒損失 1 水道料金の不納欠損に係る貸倒損失 1

公課費 7 公用車車検時自動車重量税 7

5 減価償却費 265,571 261,989 3,582 265,571 有形固定資産に係る減価償却費 265,571

6 資産減耗費 8,500 12,000 △ 3,500 8,500 老朽管更新等に伴う除却費 8,500

2 営業外費用 38,831 45,678 △ 6,847

1 12,531 15,378 △ 2,847 企業債利息 12,531 企業債の償還利息 12,531

2 26,000 30,000 △ 4,000 26,000 消費税及び地方消費税納付額 26,000

款 項 目 比 較

支払利息及
び企業債取
扱諸費

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

説　　　　　　明
区 分 金 額

固定資産除
却費

有形固定資
産減価償却
費

節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 雑支出 300 300 0 300 その他雑支出 300

3 特別損失 100 100 0

1 100 100 0 貸倒損失 100 不納欠損金 100

4 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0 予備費 5,000 予備費 5,000

過年度損益
修正損

説　　　　　　明
節

区 分 金 額

その他雑支
出

款 項 目 比 較
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 31,375 13,601 17,774

1 出資金 4,174 13,599 △ 9,425

1 出資金 4,174 13,599 △ 9,425 4,174

4,174

2 負担金 2,200 1 2,199

1 負担金 2,200 1 2,199 2,200 消火栓設置に伴う一般会計負担金 2,200

3 国庫補助金 25,000 0 25,000

1 国庫補助金 25,000 0 25,000 25,000 水道施設耐震化事業等交付金 25,000

4 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還元金に対する一般会計
からの繰出し

一般会計出
資金

消火栓設置
費負担金

国庫補助金

有形固定資
産売却代金
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 283,142 237,813 45,329

1 建設改良費 165,274 122,008 43,266

1 水道改良費 161,128 116,160 44,968 委託料 20,603 配水管布設替工事に係る設計委託等 20,603

工事請負費 140,525 配水管布設替工事等　 140,525

2 営業設備費 4,146 5,848 △ 1,702 量水器費 4,146 出庫量水器価額 4,146

2 117,868 115,805 2,063

1 117,868 115,805 2,063 元金 117,868 企業債の償還元金 117,868

説　　　　　　明
区 分 金 額

節
款 項 目 比 較

企業債償還
金

企業債償還
金
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１２，１７６千円

１６８，５０５千円

７１，０８６千円減債積立金

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２５１，７６７千円は、次により補てんするものとする。

過年度分損益勘定留保資金

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
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